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委 員 会 会 議 録 

（社）滋賀県トラック協会 

会 議 名 平成２１年度（第５回）環境対策委員会 

開催日時 平成２１年１０月２９日（木） １４：０５～１６：００ 

開催場所 滋賀県トラック総合会館 ３Ｆ研修室（１） 

出 席 者 委員１０名、安田副会長、担当理事１名、事務局２名 

 
協   議   内   容 

 
 定刻に委員会開催。立野委員長から開会の挨拶が行われ、引き続き安田副会長より挨拶が行

われた。立野委員長が議長となり、委員会審議が開催された。 
 
議 題 
（１）事業実施報告について 
①アイドリングストップ・交通安全啓発活動の実施結果について 
９月に行われたアイドリングストップ・交通安全啓発活動の報告が委員（各支部）より

行われた。 
＜特記事項＞ 
・湖南支部 栗東市役所にてセレモニーを開催いた後、その場の道路での啓発活動は遠

慮してほしいとの警察からの要望があった為、栗東平和堂にて啓発活動を

行った。 
・湖東支部 八日市で予定していた活動が、雨天による中止となった為、その分の啓発

グッズ（ティッシュ）が余っている。１２月に支部単独での啓発活動を予

定しているので、その際に使用する。 
・湖北支部 塩津水の駅での啓発活動における集合時間は、一般客が多く駐車スペース

が無くなってしまう状況であるので、９時３０分ではなく、９時に集合す

る必要がある。また、他の団体は９時から啓発活動を実施している。 
 
委員長は、本事業については各地の交通安全協会等の他団体と連携して行っているので、

次年度においても実施していきたいと、本事業を取りまとめた。 
 
（２）当面の事業計画について 
①第５回エコドライブ研修会の実施について 
１１月７日（土）に大津支部と湖西支部との合同にてエコドライブ研修会が開催され、

申込者は大津支部１７名・湖西支部６名の合計２３名。クレフィール湖東へ確認したとこ

ろ、２３名までであれば研修可能とのことであるので、参加申込者全員受講可能。 
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また、前回の委員会で提案された内容（研修会中の待ち時間有効活用）はクレフィール

湖東へ連絡し、検討して頂いている。 
待ち時間の有効活用については、待機場所で映像を流すことにとらわれず、近畿交通共

済（協）が配付しているテキストの利用も含めて要請することとなった。 
 
１月２３日（土）に予定している全支部対象となるエコドライブ研修会は、各支部３名

として参加者を募集することとなった。その方法等については、各支部への一任となった。

年明け１月の研修会であるので、年末には参加者の確定をすることとなった。 
②「びわこ地球市民の森」植樹事業について 
雨天の場合、７時３０分に態度決定を行うこととし、問題なければ９時１５分に現地（里

の森ゾーン）集合。テント張り作業を行い、委員長が園児へのあいさつを行う。立入が丘

幼稚園は保護者が付き添わないため、委員が園児の植樹の手伝いを行う。 
  ③グリーン経営認証取得にかかる講習会（計３回終了）の実施ついて 

計画している３回のグリーン経営認証取得にかかる講習会を終了し、参加者は延べ８０

名。１１月から認証取得申請が始まる。現在６６社の認証取得事業所を１００事業所とな

るのが目標。 
  ④近畿トラック協会「環境キャンペーン」実施について 

日時は、１１月２７日（金）１１時～（集合１０時３０分）。 
啓発内容を勘案し、県内３ヶ所のショッピング施設で行う。 
大津支部・湖南支部・甲賀支部はイオンモール草津。湖東支部・彦根支部・湖北支部は

ビバシティ彦根。湖西支部は本日、委員両名とも欠席の為、後日調整の上決定。 
啓発人員は１ヶ所２０名程度で行う。 
大津支部５名・甲賀支部７名・湖南支部８名 
湖東支部８名・彦根支部６名・湖北支部６名 
湖西支部７名 
啓発グッズの数は合計１０００個。 
イオンモール草津４００個・ビバシティ彦根３５０個・湖西地区１５０個・各支部への

振り分け１００個（役員等へ配布） 
各ショッピング施設への施設使用要請は事務局が行う。 
 

（３）その他 
  ①事業用環境対応車への買い替え・購入補助金について 

本年６月より始まった補助金事業が予算枠（約１５０億円）に近づき、１１月３０日ま

での登録車で終了する。申請の締切は１２月１０日。 
②平成２１年度環境対策関係助成金交付金交付状況 
低公害車普及促進助成・ＥＭＳ機器助成・ディーゼル微粒子除去装置助成・蓄熱式クー

ラー助成・蓄熱マット助成、等、予算額に対して十分な余裕がある。各支部会員への環境

関係助成事業のＰＲを願う。 
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③中小トラック事業者構造改善支援事業について 
安田副会長より、本事業の予算は１５０億であったが、申請事業者が多く、２億ほど予

算を超過してしまった。この超過分２億円を全ト協が対応することが決定し、申請者に対

する交付金額の減額は行われないこととになったとの報告が行われた。 
滋賀県における本事事業の申請数は１９８社。 

  ②アイドリングストップの内部啓発 
昨年度はアイドリングストップ啓発看板、一昨年はストラップであった。 
今年度の案を事務局にて検討することとなった。 

 
 
以上で議事が終了し、次回委員会開催日を決め閉会。 

 
 

■次回委員会 
日 時  平成２１年１２月４日（金） １７時００分～ 
場 所  未定（調整後、連絡） 

 

 
 


